
日本 ドイツ

（出所）総務省、世界銀行等

米国 英国 豪州 ニュージーランド
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2

日本以外は世界に開かれた労働市場

各国の人口動態の変化率
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実績
1990～
2021年

シミュレーション（2022～2040年）

就業者数減少
トレンド継続

シナリオ

女性、高齢者
就業促進
シナリオ

労働生産性
上昇率横ばい

シナリオ

実績
1990～
2021年

米国
日本

英国

実績
1990～
2021年

就業者数増加率

就業者数増減数
（百万人）

「就業者数減少トレンド
継続シナリオ」との差分

（百万人）

実質経済成長率
（年平均）

2.0％
（目標）

労働生産性上昇率
＝

＋

<注釈>
• 就業者数減少トレンド継続シナリオ：各年齢・各性別の労働力率が、2021年の水準のまま横ばいで推移すると仮定。
• 女性、高齢者就業促進シナリオ：①30～59歳の女性労働力率が、2040年までに概ね2010年時点のスウェーデン並みの水準まで上昇すること、

②高齢者の労働力率が、2040年までに、60～64歳について55～59歳と同じ水準まで上昇し、65歳以上についてもそれに見合って上昇するこ
と、③失業率が2025年までに1％程度改善することを仮定。

• 労働生産性上昇率横ばいシナリオ：労働生産性が過去（1990～2021年）平均並みで推移すると仮定。

（出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」、国立社会保障・人口問題研究所、ＯＥＣＤ等

実質経済成長率2％の達成には、生産性改善と働く人の増加が不可欠
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